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医療機関機能報告制度について

１ 制度概要
医療機関は、各医療機関が現に担っている医療機関機能、2040年において担う医療機関機能、及びそ
の他医療機関機能の確保等の協議のために必要な診療実績等を都道府県に報告（遅くとも2028年度まで
に、各医療機関が2040年において担う医療機関機能等を決定）
２ 報告対象となる医療機関
   病床機能報告の対象医療機関

３ 制度開始時期
令和８年秋頃予定

４ ４つの主な医療機関機能について

５ 病床機能報告との相違点

２

病床機能報告 医療機関機能報告

主な報告内容 高度急性期など、病床の機能区分 急性期拠点など、医療機関が地域で担う役割

報告単位 病棟ごと 医療機関単位

制度のねらい 地域で病床の機能分化と連携を進めるた
めの基礎データの収集

地域での病院の役割を明確化し、医療資源の
配置や連携の最適化

急性期拠点機能 地域での持続可能な医療従事者の働き方や医療の質の確保に資するよう、手術や救急医療等の医療資源
を多く要する症例を集約化した医療提供を行う

高齢者救急・
地域急性期機能

高齢者をはじめとした救急搬送を受け入れるとともに、必要に応じて専門病院や施設等と協力・連携し
ながら、入院早期からのリハビリ・退院調整等を行い、早期の退院につなげ、退院後のリハビリ等の提
供を確保する

在宅医療等
連携機能

地域での在宅医療の実施、他の医療機関や介護施設、訪問看護、訪問介護等と連携した２４時間の対応
や入院対応を行う

専門等機能 上記の機能にあてはまらない、集中的なリハビリテーション、高齢者等の中長期にわたる入院医療機能、
有床診療所の担う地域に根ざした診療機能、一部の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を行う
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事前意向調査を行う意図

１ 事前意向調査を行う意図
①令和８年秋頃開始とされる本制度について、各医療機関が円滑に報告できるよう前準備とするため
②構想区域の設定に必要とされる急性期拠点機能について、希望する医療機関を早期に把握するため
③医療機関機能を選択するにあたっての課題等を共有し、基礎資料とするため

２ 事前意向調査の対象医療機関
救命救急センター※又は病院群輪番制病院である医療機関（３３病院）
※ 山口大学医学部附属病院は対象外
（ガイドライン上、「医育及び広域診療機能」が医療機関機能となるため）

３ 手続き及びスケジュール（予定）
   現時点で、４つの医療機関機能（急性期拠点／高齢者救急・地域急性期／在宅医療等連携／専門
等）をご検討いただき、別添回答様式を９月中旬に県に提出

４ 備考
〇本調査の回答結果は、医療機関機能報告を拘束するものではありません
〇医療機関の事務負担軽減のため、R7病床機能報告をベースに定量的データは入力済

５

R8.8（本日） R8.9中旬 R8.9下旬 R8.秋頃

調査趣旨説明 回答〆切 調査結果の展開 本制度開始
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